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主 文

１ 原告の請求を棄却する。ただし，平成２１年８月３０日に行われた衆議

院議員選挙の小選挙区広島県第１区における選挙は違法である。

２ 訴訟費用は被告の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

平成２１年８月３０日に行われた衆議院議員選挙の小選挙区広島県第１区に

おける選挙を無効とする。

第２ 事案の概要

本件は，平成２１年８月３０日現在の公職選挙法で定める衆議院議員の定数

配分規定が人口分布に比例した定数配分をしておらず，憲法が規定する代表民

主制，選挙権の平等の保障に反する配分となっているから，この規定は憲法に

違反し無効であるとして，同規定の下に同日施行された衆議院議員選挙（以下

本件選挙 という のうち小選挙区広島県第１区における選挙を無効とする「 」 。）

ことを求めて提起された事案である。

１ 前提となる事実（証拠を付記したほかは争いがない ）。

(1) 原告は本件選挙の小選挙区広島県第１区における選挙人である。

(2) 本件選挙施行当時の選挙制度によれば 衆議院議員の定数は４８０人 そ， ，

， （のうち３００人が小選挙区選出議員 １８０人が比例代表選出議員とされ

公職選挙法４条１項 投票は 小選挙区選出議員及び比例代表選出議員ごと）， ，

に一人一票とされている 同法３６条ただし書き 小選挙区選出議員につい（ ）。

ては，全国に３００の選挙区を設け，各選挙区において一人の議員を選挙す

るものとされている（同法１３条１項，別表第一〔平成１４年法律第９５号

による改正により現行のものとなっている 。。〕）

(3) 衆議院議員選挙区画定審議会設置法（以下「区画審設置法」という ）に。

よれば 衆議院議員選挙区画定審議会 以下 区画審 という は 衆議院， （ 「 」 。） ，
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小選挙区選出議員の選挙区の改定に関し，調査審議し，必要があると認める

ときは，統計法５条２項（旧４条２項）の規定に基づく国勢調査の結果によ

る人口が最初に官報で公示された日から１年以内に，その改定案を作成して

（ ， ），内閣総理大臣に勧告するものとされており 区画審設置法２条 ４条１項

改定案を作成するにあたっては，各選挙区の人口のうち，その最も多いもの

を最も少ないもので除して得た数が２以上とならないようにすることを基本

とし，行政区画，地勢，交通等の事情を総合的に考慮して合理的に行わなけ

ればならないものとされ 同法３条１項 各都道府県の区域内の選挙区の数（ ），

は，１に，公職選挙法４条１項に規定する衆議院小選挙区選出議員の定数に

相当する数（３００）から都道府県の数（４７）を控除した数を人口に比例

して各都道府県に配当した数を加えた数とするとされている（区画審設置法

３条２項。以下，各都道府県にまず１の定数を割り当てる方法を「一人別枠

方式」という 。。）

(4) 本件選挙は 公職選挙法１３条１項 別表第一の選挙区及び議員定数の定， ，

め（以下「本件区割規定」という ）に従って施行された。。

(5) 本件区割規定による選挙区間の登録者 有権者 数の較差は 平成２０年（ ） ，

１２月２５日付け総務省報道資料「衆議院小選挙区別選挙人名簿及び在外選

挙人名簿登録者数 登録者数順 平成２０年９月２日現在 甲２ 以下 平（ ）（ ）」（ 。 「

成２０年１２月総務省報道資料 という によると 議員一人当たりの登録」 。） ，

者（有権者）数が最少の高知県第３区と最多の千葉県第４区との間では１対

２．２５５である。

議員一人当たりの人口数が最小の選挙区と原告が選挙人となっている選挙

区（広島県第１区）での１票の価値を比較すると，以下のとおりとなる。

ア 人口基準（平成２１年８月１１日付け総務省報道資料「住民基本台帳に

基づく人口，人口動態及び世帯数［同年３月３１日現在 ［甲３ ，同年８］ ］

月１２日読売新聞報道［甲１ ）］
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人口数最少の高知県第３区（人口２５万２８４０人）の選挙権の価値を

１票とすると，原告が選挙人の広島県第１区（同３７万７７５８人）の選

挙権の価値は０．６７票である（議員一人当たりの人口比率では１対１．

４９４となる 。。）

イ 有権者数基準（平成２０年１２月総務省報道資料）

有権者数最少の高知県第３区（有権者２１万４４８４人）の選挙権の有

， （ ）権者の選挙権の価値を１票とすると 広島県第１区 同３１万０９６４人

の選挙権の価値は０．６９票である（同じく有権者数比率では１対１．４

４９となる 。。）

２ 原告の主張

(1) 憲法の定める国民主権と投票価値の平等

， （ ） ， （ ），憲法は 国民主権 前文１段 の法理を ①憲法改正手続 ９６条１項

②最高裁判所裁判官国民審査手続 ７９条３項 ③普通選挙手続 １５条３（ ）， （

項，４４条）の３つの手続を設けて具体的に定めている。国民主権は，この

３種類の国政に係わる投票権によって具体的に発現している。

上記①，②につき，国民一人一人が有する１票は，１を全有権者数で除し

た数値で表される国政に対する影響力として等価であり，都道府県，人口密

， ， ， 。度 地理的状況 過疎化現象 一人別枠方式などが影響を及ぼす余地はない

上記③については，主権者たる国民は，正当な選挙によって国会における代

表者を選出し，この選出された代表者を通じ，両院での厳しい多数決ルール

に従って国政（議事の可決・否決）に参加するのであり，このルールがある

以上，１票の較差のある選挙を通じて国会における代表者を選出することは

国民主権の法理に違反する結果を招くことになる。

(2) 本件区割規定に基づく議員の配分は憲法に違反する。

ア 憲法は 代表民主制を採用し 前文１段 ４３条１項 公務員の選定罷， （ ， ），

免権を国民固有の権利とし（１５条１項 ，普通選挙（同条３項 ，平等選） ）
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挙（１４条１項，４４条）を保障している。憲法１４条１項，４４条は，

国民の人種，信条，性別，社会的身分，門地，教育，財産，収入，住所等

によって差別することなく，一人に１票を保障し，かつ，その選挙権の等

価性を保障している。すなわち，上記法条は，全ての有権者一人一人の選

挙権が上記要素等によって差別されることなく等価であることを保障して

いる。このような一人一票の選挙権の憲法上の保障は，国会が選挙区制に

基づく選挙制度を採用する場合には，各選挙区から選出される代表者（議

） ， 。員 数の配分を人口分布に比例するべく 国会の立法権限を覊束している

イ 上記１(5)のとおり，本件区割規定は人口分布に基づいて配分しておら

ず 憲法が規定する代表民主制 前文１段 ４３条１項 その基礎となる， （ ， ），

公正な代表を選出するために必須の選挙権の平等の保障（１４条１項，４

４条，１５条１項）に反する。本件区割規定は，違憲の評価を免れず，憲

法９８条に基づき無効とされるべきものである。

よって，本件区割規定に基づき施行された本件選挙のうち小選挙区広島

県第１区における選挙を無効とすることを求める。

(3) 被告主張への反論

被告は 選挙制度に関する国会の裁量権を主張するが １票の不平等をも， ，

たらす公職選挙法の下で当選した国会議員は，自己がその地位を有するか否

かの争点との関係では当事者であり，合理的な裁量権の行使など期待できな

い。

被告は，本件区割規定は国会が正当に考慮し得る諸般の要素を斟酌して定

めたものであり憲法に反しないと主張するが，都道府県を選挙区割りの前提

に置くべきこと，人口密度や地理的状況，過疎化現象，一人別枠方式など被

告が主張する要素は憲法に根拠付けられていないものであり，これらをもっ

て憲法上保障された選挙権の等価性を減殺することは憲法上の背理というべ

きであって許されない。なお，投票価値の平等は，選挙区割りを機械的かつ
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事務的に人口に基づいて定めるだけで実現できるものであり，その試みも公

表されている。都道府県は，アメリカ合衆国連邦の各州のような国家的要素

を有さず，単なる行政区画にすぎないから，その境界を越えた選挙区を設け

ることに何の支障もない。

３ 被告の主張

(1) 選挙制度に関する国会の裁量権について

憲法は，両議院の議員の選挙に関する事項は法律で定めるべきものと規定

し ４３条２項 ４７条 各選挙制度の仕組みの具体的決定を国会の裁量に（ ， ），

委ねている。

したがって，国会の定めた選挙制度に関する規定が合憲であるか否かは，

国会が選挙に関する事項について有する裁量権の範囲を逸脱しているかどう

かという観点から判断されるべきである。そうすると，国会が定めた選挙に

， ，関する制度が 国会において正当に考慮しうる諸般の要素を斟酌してもなお

一般的に合理性を有するものとは到底認められない程度に達して初めて上記

裁量権の合理性の限界を超えていると推定されることになる。このような考

え方は，累次の最高裁判決で示されており，判例として確立している。憲法

は，投票価値の平等を要求していると解されるが，投票価値の平等は，国会

が選挙制度を決定する際の唯一，絶対の基準となるものではなく，国会が正

当に考慮することができる他の政策的目的ないし理由との関連において調和

的に実現されるべきものである。

すなわち，国会は，選挙区割りや議員定数の配分を決定するに当たり，議

員一人当たりの有権者数又は人口ができる限り平等に保たれることを最も重

要かつ基本的な基準として考慮するとともに，それ以外の要素である，都道

府県，市町村その他の行政区画，従来の選挙の実績，選挙区としてのまとま

り具合，面積の大小，人口密度，住民構成，交通事情，地理的状況なども同

時に考慮すべきである。さらに，人口流動等の社会情勢の変化を選挙区割り
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や議員定数の配分にどのように反映させるかという点も，国会が政策的観点

から考慮できる要素の一つである。

議員定数の配分につき，人口の多寡にかかわらず各都道府県にあらかじめ

定数１を配分することとした（区画審設置法３条２項）のは，過疎地域に対

する配慮などから，相対的に人口の少ない県に居住する国民の意見をも十分

に国政に反映させることができるようにすることを目的としたものであり，

国会の正当な政策的考慮に基づいている。

(2) 本件区割規定の合憲性について

本件選挙における小選挙区間の較差を平成１７年実施の国勢調査結果（５

年毎の簡易な方法によるもの）からみると，本件区割規定の下における議員

一人当たりの人口数の最大較差は，１（高知県第３区）対２．２０３（千葉

） ， ， ．県第４区 であり 同選挙当日有権者数の最大較差は 同選挙区間の１対２

３０４であるが，この結果は，選挙区が行政区画を前提にしていること，次

項の選挙区割り改定内容，投票価値の平等に関する累次の最高裁判決等に照

らすと，国会において正当に考慮しうる諸般の要素を斟酌してもなお，一般

的に合理性を有するものとは到底認められない程度に達し，憲法の投票価値

の平等の要請に反する程度に至っていたということはできない。

(3) 選挙区割り改定の経過等

区画審設置法によって設置された区画審は，平成１２年実施の国勢調査結

果に基づき，平成１３年１２月，衆議院小選挙区選出議員の選挙区改定案に

ついての勧告を提出し，これに沿った公職選挙法の一部を改正する法律（平

成１４年法律第９５号［以下「平成１４年改正選挙法」という ）が成立，。］

公布された。同改正法によっても，人口最少選挙区との較差が２倍以上の選

挙区が完全に解消されることはなかったものの，改正前には９５あった該当

選挙区が９に大幅減少した。区画審は，人口較差２倍以上の較差が残った選

挙区につき，個々に検討したが，市区等は基礎的自治体であるからできるだ



7

け分割を避けるべきであること，分割するにしても，新たな基準を設けるこ

とは適当でなく困難でもあることなどを考慮し，最大較差１対２．０６４，

較差が２倍を超える選挙区９という結果は，区画審設置法の許容するものと

判断したのである。これによれば，国会が上記勧告のとおりに選挙区割りを

改定したことが投票価値の平等との関係において国会の裁量権を逸脱したも

のであったということはできない。

また，区画審は，平成１７年実施の国勢調査結果に基づき各選挙区の人口

状況等について検討を行った。その結果，選挙区間の最大較差は１対２．２

０３，較差が２倍を超える選挙区が４８となったが，これらは，これまでの

最高裁判決に照らしても，投票価値の不平等が一般に合理性を失っていると

は考えられないこと，市町村において多くの合併が行われ，今後も行われる

ことが予定されていて，現在，新たな基礎自治体として地域の一体化が進め

られている途上であるというべき状況などを斟酌し，区画審設置法４条２項

に基づく選挙区改定案の勧告を見送ったのである（平成１８年２月２日審議

結果 。）

本件選挙は，このような経過を経て行われたものである。

第３ 当裁判所の判断（以下，認定事実に関しては，証拠を掲記したほかは，弁論

の全趣旨により認められるか，公知ないし当裁判所に顕著な事実である ）。

， ，１(1) 憲法は 国会議員選挙の選挙制度について具体的な定めを置くことなく

国会の両議院の議員は全国民を代表するものでなければならないという制約

の下で，議員の定数，選挙区，投票の方法その他選挙に関する事項は法律で

定めるものとし ４３条 ４７条 選挙制度の仕組みの具体的決定を国会の（ ， ），

意思決定に委ねているところであって，国会は，これにつき立法裁量権を有

するものと解される。

(2) 他方 憲法は 選挙権資格のみならず選挙権の内容 投票価値 の平等も， ， （ ）

基本理念としているものと解され １４条 １５条３項 ４４条但書 公職（ ， ， ），
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選挙法１条もその趣旨を表しているとみられる。

そして，選挙権が議会民主制の根幹をなすものであることを基本に考えれ

ば，投票価値の平等を変容させる点についての国会の立法裁量権行使の権能

は，憲法における上記要請に照らして是認できる範囲内にとどめられるべき

ものと解される。

すなわち，選挙制度の仕組みを決定するに当たっての国会の裁量権は，中

選挙区制によるか小選挙区制を採るか，比例代表制を並立させるかどうか，

小選挙区と比例区の重複立候補を許容するかなど，選挙民の意思をいかに効

率的に選挙結果に反映させるかの，いわば選挙制度の大枠を定める点や選挙

運動をどう規制するかなどの優れて専門技術的な分野においては，これを相

当程度に広く認めることができるが，選挙民の意思をいかに公正に選挙結果

に反映させるか，言い換えれば，投票価値の平等をどう確保し実現するかの

点については，その裁量の範囲は自ずから限定されるというべきである。

(3) 衆議院は，様々な点で議決の優越性を付与されている一方，解散の制度

政治情勢に応じ時々の民意を問うものである が設けられていること 本（ 。） ，

件選挙に採用されている小選挙区制度にあっては，個々の選挙区において相

， ，対的多数を得た一人のみが議席を獲得し その集積をもって議会が構成され

議会意思の決定は多数決を基本とすることを併せ考えれば，小選挙区の区割

り画定にあたっては可能な限り投票価値の較差を小さくすることが憲法上強

く求められているというべきである（比例代表の仕組みが並立しているから

といって，この要請が後退することにはならない 。。）

２(1) 本件選挙における小選挙区選挙の選挙区間の較差を平成１７年実施の国勢

調査結果（５年毎の簡易な方法によるもの）を基準にみると，議員一人当た

りの人口数が最少の高知県第３区と最多の千葉県第４区との間の１対２．２

０３が最大であり 較差が２倍を超える選挙区は３００のうち４８存した 乙， （

１ 。）



9

また，平成２０年１２月総務省報道資料によれば，平成２０年９月２日現

在における小選挙区選出議員一人当たりの選挙人名簿登録者数の較差は，上

記同選挙区間の１対２．２５５が最大であり，較差が２倍を超える選挙区は

３８存した（前提事実，甲２ 。）

さらに，選挙当日の有権者数からみると，上記同選挙区間の１対２．３０

４の較差が最大であり，較差が２倍を超える選挙区は４５存した（乙２ 。）

（なお，１票の較差計算においては，人口と有権者数のいずれを基準とする

かによって若干の差が生ずるが，その差は有意なほどではない ）。

， ，(2) 区分選挙区制を採用し 一定時点における選挙区人口を基準にする以上

実際の投票価値の平等を完全に実現するのは不可能であるし，選挙区割りと

議員定数の配分を決定すべき要素には多種多様で複雑なものがあり，これら

を総合した政策的あるいは技術的考慮要素も含まれている。したがって，選

挙区割りと議員定数の配分を決定するにあたり，投票価値の平等を唯一絶対

の基準とし他の要素を捨象しなければならないとはいえず，国会の前記裁量

権はこの点にも及ぶとみるべきである。

そうしてみると，選挙区間における投票価値につき何ほどかの差異が生ず

ることは避けがたく，そのこと自体は憲法も許容するところといわなければ

ならない。

この点につき，原告は，①国会議員は選挙制度の仕組みに直接の利害関係

があるから，国会は，選挙制度の構築につき裁量権を有しない，②選挙区制

選挙制度の下では各選挙区から選出される議員数の配分を人口分布に比例さ

せるべきことが憲法の要請であり国会の立法権限は覊束されている旨主張す

る。

しかし，①については，国会が国権の最高機関とされていること（憲法４

１条）に加え，同４７条の文理上も国会に全く裁量を認めない趣旨であると

は解しがたいことからして採用できない（なお，その裁量に基づく立法は，
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裁判所の違憲立法審査権に服するものである 。また，②については，選挙。）

制度が，選挙民の意思を公正に反映することのほか，これを効率的に選挙結

果に反映させることも目的としていると考えられることからすれば，憲法が

所論のような要請を唯一かつ絶対的なものとしているとは解することができ

ない。

(3) 以上のところを総合すれば 選挙区割りと議員定数の配分につき国会が具，

体的に定めたところが，法の下の平等などの憲法上の要請に反するため，国

会の上記のような裁量権を考慮してもなお，その限界を超えており，これを

是認することができない場合に，初めてその定めが憲法に違反することとな

ると解すべきである（この点につき，最高裁平成１１年(行ツ)第７号同年１

１月１０日大法廷判決民集５３巻８号１４４１頁，最高裁同年(行ツ)第３５

号同日大法廷判決民集同号１７０４頁，最高裁平成１３年(行ツ)第２２３号

同年１２月１８日第三小法廷判決民集５５巻７号１６４７頁，最高裁平成１

８年(行ツ)第１７６号平成１９年６月１３日大法廷判決民集６１巻４号１６

１７頁参照 。）

３ そこで，以下，本件選挙における上記較差が憲法の許容する範囲内といえる

かどうかについて検討する。

(1) 現行選挙制度の衆議院小選挙区選出議員の選挙区を定める区割規定の骨子

は，前記のとおり，①各都道府県ごとに選挙区の数を定めること（都道府県

別定数配分制 ②各都道府県の区域内の選挙区の数は １に ３００ 衆議）， ， ， （

院小選挙区選出議員の定数）から４７（都道府県数）を控除した２５３を，

その人口に比例して各都道府県に配当した数を加えた数とすること（一人別

枠方式）にある。

(2)ア そこで 試みに 一人別枠方式を用いることなく都道府県別定数配分制， ，

（人口比例方式）により議員定数を定めるとしてみる（３００を各都道府

県別に人口比に応じて割り当てる と 各都道府県に配分される議員定数。） ，



11

（選挙区の数）は，国の総人口を３００で除した数（基準人員数）をもっ

て各都道府県の人口を除して得られた商の整数値の議員数を配分し，次い

で残りの議員数を，各都道府県の人口から基準人員数の上記整数倍を控除

した数 以下 剰余数 という の順で各都道府県に１議席ずつ割り当て（ 「 」 。）

ていくことになる 最大剰余方式 これにより定まる各都道府県の議員定（ ）。

数は，相対的に剰余数の多い県は上記整数値に１を加えた数となり，剰余

数の少ない県は，上記整数値となる。この場合でも各都道府県の間に投票

価値の較差を生じることは避けられないが，基準人員数を下回る都道府県

はない（平成１７年国勢調査人口確定値による人口１億２７７６万７９９

４人からすると基準人員数は４２万５８９３人となり，これを下回るとこ

ろはなく，将来的にそうした事態が生ずるとは容易に想定できない ）か。

ら，都道府県単位の較差が２倍に達することはない。

イ この方式により生ずる都道府県を単位とした投票価値の較差は，上記整

数値が少なく，剰余数の差が相対的に多くないにもかかわらず，一方の県

は剰余数につき１議席の割当てを受け，他方の県はその割当てを受けなか

った場合に大きくなるが，その場合でも，剰余数がより多いところが割当

てを受ける以上，較差が２倍に達することはない（剰余数は基準人員数未

満である 。。）

ちなみに，これを本件選挙についてみると，剰余数により割当てられる

定数は２５となるところ，上記最大較差は富山県と鳥取県との間に生じ，

その較差は１対１．６３８となる（上記整数値が１の５県のうち，人口が

最少の鳥取県［６０万７０１２人］の剰余数は１８万１１１９人［剰余数

の順位３０番目］で割当定数は１となり，富山県［人口１１１万１７２９

人］の整数値は２，剰余数は２５万９９４３人［２１番目］で割当定数は

３［定数１当たりの人口３７万０５７６人］となる。なお，他の整数値１

の４県は富山県を上回る剰余数により割当てを受けることになり［うち最
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少の島根県の剰余数は３１万６３３０人［１４番目］で，議員一人当たり

， ． ， ． ］，較差は 富山県との間で１ ００１対１ 鳥取県との間で１ ６３５対１

富山県より少ない剰余数で剰余数による割当てを受ける岡山県，埼玉県，

宮城県，東京都は，いずれも総人口及び上記整数値が多いため，剰余数に

よる割当てを受けることによる議員一人当たりの人口に及ぼす影響は少な

い 。。）

上記も含めた本件選挙における都道府県別定数配分制による都道府県間

の較差は，鳥取県を除く都道府県については，富山県との較差が１．４以

上の県はなく，１．２以上１．４未満が１２，１．２未満が富山県も含め

３４となっている。

（以上の数値については別表１「都道府県別定数配分制・試算表①（人口

比例方式 」のとおり ）） 。

もっとも，各都道府県における選挙区割り（複数の議員定数が配分され

た場合）次第では，全国の選挙区間における投票価値の較差がさらに拡大

することが考えられるが，市町村等の行政単位を重視するにせよ，現行の

衆議院小選挙区の区割りにおいても，一部地域ではその分割がなされてお

り，同じ都道府県において，大きな較差のある選挙区割りをしなければな

らない事情があるとまでは認められない。被告は，近時における市町村合

併の動きなどの状況を主張するが，それを考慮しても，上記の事情がある

ことについての被告の主張，立証は十分でないというべきである。

ウ 原告は，都道府県別定数配分制は投票価値の平等を害するものであって

許されない旨主張するが，都道府県が一つの基本的行政単位であり，地理

的，歴史的裏付けをもち，従来の選挙も都道府県を一つのまとまりとして

施行されてきた実績に，地方自治が憲法上の制度保障でもあることを併せ

考えれば，民意を的確に選挙結果に反映させるという観点から，都道府県

を選挙区割りの基本単位とすることには相応の理由があり，また，実際の
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選挙施行上の技術的理由も考えられるところである。そうしてみれば，都

道府県別定数配分制の結果，投票価値の平等に上記程度の変容をもたらす

ことになっても，憲法に照らし容認できないとまではいえず，同制度の採

用は国会の前記裁量の範囲に属するとみるべきである。

(3) 次に 一人別枠方式が本件選挙における投票価値の較差に与える影響につ，

き検討する。

ア 都道府県別定数配分に一人別枠方式を付加してみると，基準人員数は，

前記国勢調査確定値の人口を２５３（３００－４７）で除した５０万５０

１１人となる。各都道府県には，まず一人が配分されるから，これは，上

記基準人員数の割当て分を上乗せした１億５１５０万３５１１人（１億２

７７６万７９９４人＋５０万５０１１人×４７）を総有権者数として，定

数３００を有権者数に応じて各都道府県に割り当てるのと同じことにな

る。その結果，各都道府県の配分定数は，５０万５０１１人を基準人員数

としたときの整数値プラス１（あらかじめの配分）か，プラス２（剰余数

による配分が加わる）となる。

各都道府県に等分に配された基準人員数５０万５０１１人は，その県の

本来の人口が少ないほど，相対的にその県の１票の価値を増大させる（本

件選挙においては 人口最少の鳥取県 ６０万７０１２人 最多の東京都， ［ ］，

［１２５７万６６０１人］とも，等しく５０万５０１１人があらかじめ配

分されることになるが，このことのみでも前者の投票価値は後者に比し相

対的に上がることは明らかである 。その結果，商の整数値が低い上，相。）

対的に少ない剰余数によりプラス１の割当てを受けた県の投票価値が最大

となる。本件選挙においては高知県がそれであり，７９万６２９２人の人

口（上記整数値は１）で定数３の配分を受け（議員一人当たり２６万５４

３０人 これに県内３区間の人口の差異が加わり 県内最少の高知県第３）， ，

区（人口２５万８６８１人）の投票価値が全小選挙区で最大となったもの
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である。そして，投票価値（人口基準）が２を超える他の選挙区が生じた

のも基本的に上記と同じ理由によるものと認めることができる。

本件選挙における一人別枠方式の影響を見ると，本件選挙における一人

別枠方式を加えた都道府県別配分定数は，別表２「都道府県別定数配分制

・試算表② 一人別枠方式 のとおりであり 高知県との較差が１ ８以（ ）」 ， ．

上の都道府県は４ 大阪 神奈川 東京 愛知 １ ６以上１ ８未満が（ ， ， ， ）， ． ．

９，１．４以上１．６未満が１６となっており，一人別枠方式が都道府県

間の較差の発生，拡大を大きく助長していることは明らかである。

イ そこで，一人別枠方式の憲法適合性に関し，まず，同方式が導入された

経緯についてみると，以下のとおりである。

， ， ，平成２年４月 政治改革論議の高まりの中で 第８次選挙制度審議会は

衆議院議員の選挙制度について，従来の中選挙区単記投票制には幾多の問

題があったとして，これを根本的に改め，政策本位，政党本位の新たな選

挙制度の構築を答申した。同答申は，小選挙区比例代表並立制の導入を提

言した上で，小選挙区の設定につき，まず，定数を人口比例により都道府

県に割り振るものとし，割り振られた数が１である都道府県についてその

数を２とすることにより都道府県間の議員一人当たり人口の最大較差が縮

小することになるときは，当該都道府県に割り振る数は２とする，として

いた。

その後の追加答申を踏まえて，公職選挙法の改正案が論議されたが，結

局，平成６年１月に至り，公職選挙法の一部を改正する法律が同年法律第

２号として成立し，その後の改正（同年法律第１０４号）を経て現行の選

挙区割りの基本が定まった。

上記法改正によって，上記審議会答申にはなかった一人別枠方式が導入

されたのであるが，これは，①過疎地域を含め各都道府県に居住する国民

の意見や利害をできるだけ均等に国政に反映させる趣旨に出たものである
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（乙３ないし６）が，付随的には，②新選挙制度の下では，人口の少ない

県において選出される議員が従来の中選挙区制に比べ相当少なくなる現象

が生ずることから，そうした県に居住する者の懸念や不安に鑑み，新制度

への移行を円滑にするための，いわば激変を緩和するためであったと説明

されている（前記最高裁平成１９年６月１３日大法廷判決の少数意見参

照 。。）

ウ まず，上記①についてみると，人口の都市集中化とこれに伴う人口流出

地域の過疎化の現象等にどのように配慮して選挙区割りや定数配分にこれ

らを反映させるかという点も，国会が合理的に考慮することができる政策

目的ないし理由に当たるとみるべきである（前記２(3)各最高裁判決参

照 。）

しかしながら，こうした地域の特性に対する配慮が投票価値の平等に優

越する憲法上の要請であるとは考えがたく，また，国民の社会経済的，政

治的利害が多元化してきた上，様々な事象を巡る議論や意見表明が容易に

全国民の知り得るところとなり，共通の関心を引くこととなった現代は，

社会の主要な対立が地域社会の対立に還元できる時代を既に通り過ぎてい

るともいえるのであって，地域特性への配慮を取り込む国会の裁量は，投

票価値の平等に対する憲法の強い要請に照らし，それほどに重要視される

べきものではないと考えるべきである。過疎地域を含む選挙区から選出さ

れた議員のみが過疎に起因する問題を国政の場に提起できる見識を有する

というものではないし，仮に，当該選出議員が選挙民の意向の代弁者とし

て選挙区地域の過疎問題を提起することを暗黙にも期待ないし想定して一

人別枠方式を導入したというのであれば，国会議員は全国民を代表すると

（ ） 。いう憲法の立場 ４３条１項 と相容れないとの批判を免れないであろう

さらに，過疎化の問題が将来解消に向かうかどうかは予測の限りでない

が，上記平成６年改正法の施行から本件選挙時まで約１５年が経過してお
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り，その間，小選挙区比例代表並立制の衆議院議員選挙が４回施行されて

いること，過疎化の問題は，種々の報道等を通じて全国的な関心を引き，

これが過疎地域のみに限局されたものではなく，他の地域にも波及する全

国的課題であることが認識されてきていることからすれば，国会が上記裁

量を働かせるべき必要性は，本件選挙時に至る以前の時点において，前記

改正法施行時に比し既に相当程度減じていたとみることができる。

次に，上記②についてみると，選挙制度の改変により選出議員の減少を

受ける県の有権者，立候補予定者らへの影響を当面緩和すべく配慮するこ

とは，政治の継続性の見地からして，国会が政策的観点から考慮すること

ができる要素に含まれるといえなくはない。しかし，これは，あくまで激

変を過渡的に緩和しようとする考慮に基づくものであり，もとより時限的

， ，であったというべきところ 上記の時日経過や選挙施行の事実からすれば

本件選挙時より相当以前の時点において，もはや，その合理性を失ってい

たとみるのが相当である。

エ そうすると，一人別枠方式は，本件選挙時より相当前の時点において既

に平成６年改正法当時の合理性を失っており，２倍を超える前記投票価値

の較差は，その相当部分が一人別枠方式に起因して生じた同方式の結果と

いうべきであるから，基本的に憲法違反の評価を免れないというべきであ

る（前記最高裁判決のうち本件選挙に近いのは平成１７年９月１１日施行

の衆議院議員選挙に関するものであるが，本件選挙はそれより約４年を経

過して施行されたものであり，その間の社会経済状況，政治情勢の変動，

有権者意識の変化等に鑑みると，上記最高裁判決の論理がそのまま本件の

判断に妥当するとは解されない 。。）

(4) 本件選挙における議員一人当たりの人口数の最大較差は 平成１７年国勢，

調査結果では１ 高知県第３区 対２ ２０３ 千葉県第４区 本件選挙当（ ） ． （ ），

日有権者数によれば同選挙区間の１対２．３０４であること，較差が２倍を
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超える選挙区は 前者の基準によると４８ 全体の１６％ 後者の基準では， （ ），

４５（同１５％）存したことは前記のとおりである。これは，選挙価値の平

等を強く要求する憲法の観点からすれば容認できない不合理といわざるを得

ない（選挙の区割りに伴う種々の困難を考えれば，投票価値に何ほどかの較

差が生ずることは避けられないが，有権者の少ない選挙区に視点を置けば一

人に２票，反対に，有権者の多い選挙区でみれば二人で１票と評されても仕

方がない結果を憲法が合理的根拠なく許容しているとは考えがたい。区画審

設置法３条１項もこの趣旨に出たものと理解すべきである 。。）

選挙区割りにあたり，投票価値の平等を犠牲にしてまでも，これほどの較

差と該当選挙区が生ずることを回避できない特段の事情の主張，立証がある

とはいえず，かえって，この較差は，上記説示のとおり，一人別枠方式とい

う，少なくとも本件選挙時までには合理性，正当性を失うに至った政策的目

的ないしは理由に基づき設けられた選挙制度，すなわち憲法の趣旨に反する

に至った選挙区割りの方式によって生じたと認められるから，本件選挙（小

選挙区）は，違憲，違法というべきである。

(5) 本件選挙 小選挙区 を違憲 違法とみるべきことは以上説示のとおりで（ ） ，

あるが，この点の判断においては，国会による現実的かつ合理的な是正期間

があったか否かを検討すべきであるという立場（被告の主張もその趣旨を含

む がある これは 憲法に反する事態が生じているにもかかわらず 立法。） 。 ， ，

のための諸条件を考慮して一定の猶予期間を想定し，その期間が経過してい

ない場合には違憲と断ずることはできないという趣旨に理解されるものであ

る。

そこで，この観点からの検討を加えると以下のとおりである。

すなわち，一人別枠方式の憲法適合性については，既に，前記最高裁平成

１１年１１月１０日判決（対象は平成８年１０月２０日施行の衆議院議員選

挙。小選挙区間の最大較差［直近の国勢調査による］は１対２．３０９ ，。）
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（ 。同平成１３年１２月１８日判決 対象は平成１２年６月２５日施行の同選挙

同最大較差［選挙当日の選挙人数による］は１対２．４７１ ，同平成１９。）

年６月１３日判決（対象は平成１７年９月１１日施行の同選挙。同最大較差

選挙当日の選挙人数による は１対２ １７１ のいずれにおいても 一［ ］ ． 。） ，

人別枠方式が投票価値の不平等をもたらすとして憲法に違反するとの反対意

見があったのであり，同方式の憲法適合性につき深刻な問題提起がされてい

たところである（なお，平成１５年１１月９日施行の衆議院議員選挙につい

ても投票価値の較差を違憲とする選挙無効訴訟が提起されたが，上告審係属

中に衆議院が解散されたため，最高裁の実体判断は示されなかった 。たし。）

かに，区画審は，平成１８年２月２日，平成１７年国勢調査の結果等を総合

審議した結果「各選挙区の人口の著しい不均衡その他特別の事情」が生じて

いるとは認められないとして，区画審設置法４条２項に基づく勧告（小選挙

区の改定）をしないとしている（乙７）が，一人別枠方式の憲法適合性につ

きどのような議論がなされたかは不明であり，少なくとも，これについて十

分に納得できる説明が示されたとは認められない。そもそも国会議員には憲

法の尊重擁護義務があるのであり 憲法９９条 一人別枠方式に多く起因す（ ），

る選挙価値の不平等の是正は国会にとって優先的課題であったというべきで

あるのに，国会は，平成１２年１０月に実施された国勢調査の結果を踏まえ

た選挙区割りの改定 平成１４年改正選挙法 現行の選挙区割り 以来 積（ 。 。） ，

， ，極的に取り組むことを怠り 前回の選挙からみても本件選挙時まで４年近く

２倍を超える選挙価値の較差と多数の該当選挙区の存在を放置してきたので

あり，その間の平成１８年２月に区画審が小選挙区の選挙区改定案の勧告を

， ，見送っていることを考慮しても 国権の最高機関たる立法府の在り方として

憲法上許される限度を超えた不作為があったというほかない。これを国会の

裁量権の行使として是認し看過することはできない。

したがって，上記観点を加味してみても，本件選挙（小選挙区）は違憲，
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違法とみるべきである。

(6) なお 原告は 厳格な投票価値の平等が実現可能であるとして 人口のみ， ， ，

に基づく選挙区割りのモデルを提示する 甲６ しかし 同モデルは 都道（ ）。 ， ，

府県別定数配分制を採用しないことはともかく，選挙ごとに選挙区割りが変

わることを容認し，一の選挙区の有権者数の変動が，隣接区にとどまらず全

体に影響を及ぼすものになっており，有権者の側の投票行動だけでなく，立

。 ，候補予定者の側の選挙準備も不安定にしている 選挙制度の構築においては

公平，公正の観点からの検討のみならず，予測可能な安定した選挙環境を整

えることも重視されるべき要素であるから，原告の上記モデルを援用しての

主張は直ちには採用できない。

第４ 結論

１ 以上説示のとおりであって 本件選挙 小選挙区 は 違憲 違法である な， （ ） ， ， （

お，原告が選挙人の広島県第１区は，有権者数でみると最少選挙区との間の投

票価値の較差が１対１ ４７０ 選挙当日の有権者数基準 乙２ 人口比によ． ［ ， ］，

ると同じく１対１ ４９６ 平成１７年国勢調査人口 確定値 乙１ であっ． ［ （ ）， ］

て，２倍を下回っており，以上の説示に照らしても，この較差をもって憲法に

違反しているとは直ちに断じがたいが，本件選挙は，議員定数を定めてこれを

全国の選挙区に配分する選挙制度に基づくものとして一体であり，可分とはし

， ，がたいところ そのうち相当数の選挙区の間に２倍を超える較差があって違憲

違法とみなされる結果，全体の定数配分に影響が及ぶことに伴い，小選挙区選

挙全体が違憲，違法性を帯びるというべきであるから，広島県第１区にかかる

投票価値の較差が上記にとどまるからといって，上記結論に影響が及ぶことに

はならない 。。）

２ したがって，原告の請求は，本件選挙（小選挙区）における広島県第１区の

選挙の違法をいう点においては理由があるが，これを無効とした場合の公の利

益の著しい障害等を考慮すれば，行政事件訴訟法３１条１項前段の趣旨に準じ
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て原告の請求を棄却するのが相当であるから，主文でその旨を宣言し，訴訟費

用を被告の負担とする（行政事件訴訟法７条，民事訴訟法６４条ただし書き）

こととして，主文のとおり判決する。
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裁判長裁判官 廣 田 聰

裁 判 官 中 山 節 子

裁 判 官 松 葉 佐 隆 之


